
平成19年度実績評価書要旨   

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：社会・援護局福祉基盤課  

政策体系上の位置付け  
社会福祉に関する事業に従事する人材の養成  
確保を推進すること等により、より質の高い                  基本目標Ⅶ  
福祉サービスを提供すること   利用者の視点に立った質の高い福  

施策名  祉サービスの提供等を図ること  
施策目標2  

福祉サービスを支える人材養成、  

（Ⅶ－2－1）  
利用者保護等の基盤整備を図ること   

より質の高い福祉サービスを提供するため、社会福祉に関する専門性を持った人  
材の養成、福利厚生の充実等による社会福祉事業従事者の確保、福祉サービスの質  

施策の概要        の向上のための措置の援助等を行う。  

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

介護福祉士・社会福祉士の養成及び定着促進、福祉サービスの質の向上及び利用者保  
護に資する取り組み等を推進した結果、介護業務に従事する者のうち介護福祉士有資格者  
割合及び第三者評価受審件数は着実に増加しており、相談業務に従事する者のうち社会福  
祉土有資格者割合については、平成15年度と平成17年度では、指標の対象とする相談業  
務に従事する者の範囲が一部異なるため、単純に比較することができず、今後の状況を注  
祝する必要があるものの、総休的には、質の高い福祉サービスを提供することについて一定   
の進展があったと評価できる。  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

施策目標に係る指標  
（達成水準／達成時期）  

H14  H15   H16  H17  H18  
1  社会福祉施設等で介護業務に従事  35．5  37．2  集計中  

施策に関する  
する者のうち、介護福祉士有資格  

評価結果の概  
者割合（単位：％）  

要と達成すべき  12．5  11．1  集計中  

目標等  する者のうち、社会福祉士有資格  
者割合（単位：％）  
（前年度以上．／毎毎度）  

3  第三者評価受審件数（単位：件）  60   320   833  
（前年度以上．／毎年度）  

（調査名・資料出所、備考）  
・指標1及び2は、「社会福祉施設等調査報告」（大臣官房統計情報部調べ）及び「介  
護サービス施設・事業所調査」（大臣官房統計情報部調べ）によるものであり、毎年  
10月1日現在の数値である。  

・指標1及び2は、平成14年度及び16年度の数値を取っていない。  
・指標1及び2は、平成18年度の数値は集計中であり、平成20年1月を目途に公表  
予定。  

・指標2は、基となる統計の集計方法を変更したため、平成15年度と平成17年度で  
は、対象とする「社会福祉施設等で相談業務に従事する者」の範囲が異なる。具体的  
には、平成15年度においては、施設長、生活指導員及び医療ソーシヤルワーカーと  
し、平成17年度においては、施設長、生活指導員、生活支援員、職業指導員、作業  
指導員、児童指導員、児童自立支援専門員及び児童生活支援員としている。  

・指標3は、全国社会福祉協議会調べによる。なお、本指標は、平成16年5月7日付  
けで発出した「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」に基づき実施し  
ている事業に関する数値であるため、平成16年度から数値を記載しているものであ  
る。  

施政方針演説等  年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政  
方針演説等内  

閣の重要政策  
（主なもの）  
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平成19年度実績評価書要旨   

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：社会・援護局援護課  

戦傷病者、戦没者遺族等に対して、援護年金  政策体系上の位置付け  

の支給、療養の給付等の援護を行うこと  基本目標Ⅶ  

利用者の視点に立った質の高い福  

施策名  
祉サービスの提供等を図ること  
施策目標3  

戦傷病者、戦没者遺族、中国残留  
邦人等を援護するとともに、  

（Ⅶ－3－1）  旧陸海軍の残務を整理すること   

国家補償の精神に基づき、戦傷挿者、戦没者遺族等に対する援護を実施してお  
り」また、昭和館及びしょうけい館において戦傷病者、戦没者遺族等の経験した戦  

施策の概要        中・・戦後の国民生活上の労苦を広く国民に継承する事業を行う。   

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

戦傷病者、戦没者遺族等に対する援護は、戦傷病者戦没者遺族等援護法等に基づき迅  
速かつ適切に実施されており、また、昭和館及びしょうけい館においては、戦傷病者、戦没  
者遺族等の経験した戦中・戦後の国民生活上の労苦を広く国民に継承していることから、施  
策目標の達成に向けて進展していると評価できる。  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

施策に関する  
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

評価結果の概  
要と達成すべき                                施策目標に係る指標  
目標等  l′達成水準／達成時期）  

H14  H15   H16  H17  H18  

1援護年金受給者数（単位：人）  34，331  31，313   28，590  26，035  23，781  
（－）  

2戦傷病者手帳の交付人数（単位：  
人）  

－ 

1（調査名・資料出所、備考）  
・指標1は、社会・援護局援護課審査室調べによる。  
・指標2は、「福祉行政報告例（社会福祉行政業務報告）J（大臣官房統計情報部社会統  
計課調 べ）によるが、平成18年度の数値は集計中であり、平成19年9月に公表予  

定。  

施政方針演説等  年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政  
方針演説等内  

閤の重要政策  
（主なもの）  
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平成19年度実績評価書要旨  

担当部局名：社会・援護局援護企画課中国孤児等  
評価実施時期：平成19年8月  対策室  

中国残留邦人等の円滑な帰国を促進するとと  政策体系上の位置付け  

もに、永住帰国者の自立を支援すること  基本目標Ⅶ  
利用者の視点に立った質の高い福  

施策名  
祉サービスの提供等を図ること  
施策目標3  

戦傷病者、戦没者遺族、中国残留  
邦人等を援護するとともに、  

（Ⅶ－3一、3）  旧陸海軍の残務を整理すること   

中国残留邦人等の円滑な帰国を推進するとともに、永住帰国した者の自立の支援  
施策の概要     を行うことを目的として、帰国援護、受入れ、定着・日立援護を行う。   

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

中国残留邦人等に対する帰国援護、受入れ、定着・自立援護の適切な実施により、中国残  
留邦人等の円滑な帰国の促進、永住帰国者の自立支援という施策目標の達成に向けて進  
展していると評価できる。  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

施策に関する  
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

評価結果の概  

要と達成すべき  施策目標に係る指標  
目標等  （達成水準／達成時期）  

H14、  H15   H16  H17  H18  

1中国残留邦人等の帰国者数（単位  44  45   34   30  
：世帯）  
－ 

2自立指導員の派遣回数（単位：回）  
－ 

（調査名・資料出所、備考）  
・指標1は、社会・援護局援護企画課中国孤児等対策室調べによるものであり、中国残  
留邦人及び樺太残留邦人の世帯数の合計である。  

・指標2は、社会・援護局援護企画課中国孤児等対策室調べによる。  

施政方針演説等  年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政  
方針演説等内  

閤の重要政策  
（主なもの）  
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平成19年度実績評価書要旨   

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：社会・援護局障害保健福祉部企画課  

政策体系上の位置付け  

基本目標Ⅶl  

障害者の地域における自立を支援するため、             障害のある人も障害のない人も地  
障害者の生活の場、働く場や地域における支     域でともに生活し、活動する社会づ  

施策名                          援体制を整備すること   くりを推進すること  
施策目標1  

必要な保健福祉サービスが的確に  
提供される体制を整備し、障害者の  

（Ⅷ－1－1）         地域における自立を支援すること   

障害者に対するサービスの計画的な整備、就労支援の強化、地域生活への移行の  
施策の概要     推進等を通じ、障害者が安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指す。   

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

障害者自立支援法の制定により、施設・事業体系の再編や就労支援策の充実等の抜本的  
な改正を行ったため、現行制度に対応する過去のデータを正確に採るのは不可能である  
が、現行制度に準じた指標を参考にすると、指標1、指標2が示すどおり、サービスが着実に  

浸透している。  
また、法施行に当たって様々な意見が存在することを踏まえ、総額1，200  

億円規模の特別対策を実施しているところであるが、そのうち利用者負担の更な  
る軽減策として、負担感が大きいとされる通所・在宅サービス利用者の月額負担  
上限を4分の1にする等の対策を講じ、障害者自立支援法の着実な定着を図って  
いる。  
以上を踏まえると、施策目標の達成に向けて進展していると評価できる。  
（※太字部分は、重点評価課題該当部分）  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

施策目標に係る指標  
（達成水準／達成時期）  

H14  H15   H16  H17  H18  
b  グループホーム・ケアホームの利  2．4  2．8   3．4  集計中  

用者数（単位：万人）  

施策に関する  （9万人以上／平成23年摩）   
評価結果の概  5．4  8．6   11．1  集計中  

要と達成すべき  
：万人）  

（16万人以上／平成23年度）   
目標等  3  日中活動サービスの利用者数（単  集計中  

位：万人）  

（47万人以上／平成23年度）  
4  一般就労への移行者数（単位：万  0．2  0．2  集計中  

人）  

（平成17年度一般就労移行者数  
の4イ喜以上／平成23年度）  

（調査名・資料出所、備考）  
・指標1は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、  
集計方法を含めて検討中であり、平成19年度中に公表予定。また、平成17年度以  
前は、「新障害者プラン関係実績調査」（社会・援護局障害保健福祉部企画課調 べ）  

の「グループホーム」の各年度の数値である。  
・指標2は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、  
集計方法を含めて検討中であり、平成19年度中に公表予定。また、平成15～17  
年度は、「新障害者プラン関係実績調査」（社会・援護局障害保健福祉部企画課調べ）  
の「ホームヘルパー」の各年度の数値、平成14年度は、「障害者プラン関係保健福  
祉施策実施状況調」（同課調べ）の「ホームヘルパー （専任）」の数値である。  

・指標3は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、  
集計方法を含めて検討中であり、平成19年度中に公表予定。また、平成17年度以  
前は、「日中活動サービス」に当たるものとして比較対照可能な数値を示すことはで  
きない。  

・指標4は、障害者自立支援法の施行に伴い、事業体系の見直し等があったことから、  
集計方法を含めて検討中であり、平成19年度中に公表予定。また、平成15年度は、  
「社会福祉施設等調査」（大臣官房統計情報部調べ）の数値であり、平成14、16  

及び17年度は数値を把握していないが、平成17年度については平成15年度の数  
値に基づく推計値を記載している。  

関係する施政  
施政方針演説等  年月日  記載事項（抜粋）  

方針演説等内  
たり、きめ細かな負担の軽  

閣の重要政策 （主なもの）  

臣施政方針演説   
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平成19年度実績評価書要旨  

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：年金局総務課  

政策体系上の位置付け  

基本目標Ⅸ  
公的年金制度の持続可能性を確保すること   高齢者ができる限り自立し、生きが  

施策名  
いを持ち、安心して暮らせる社会づく  
りを推進すること  
施策目標1  

老後生活の経済的自立の基礎となる  
（Ⅸ－1－1）                  所得保障の充実を図ること   

公的年金制度は、現在の高齢者に対する年金給付を、現在の現役世代が支払う保  
険料で賄うという、世代と世代の支え合いの考え方に基づき成り立っており、この  

施策の概要        考え方のもと、終身にわたって高齢者の生活の基本部分を支え、賃金や物価の上昇  
など、長期間の社会経済の変動に対応して、実際に価値のある年金を支給する機能  
を果たしている。   

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

公的年金制度については、（∋保険料水準固定方式の導入、②給付水準を自動調整する仕組  
み（マクロ経済スライド）の導入、③基礎年金国庫負担割合の引上げ、④積立金の活用、の4  

つを柱とする平成16年年金制度改正により、長期的な給付と負担の均衡が適切に保たれ、持  
続可能な制度とされたところであり、円滑に施行されている。  
このうち基礎年金国庫負担割合の引き上げについては、法律の本則上、3分の1から2分の1  

へ引き上げるとともに、附則において、所要の安定した財源を確保する税制の抜本的な改革を  
行った上で、平成21年度までに2分の1へ引き上げるという道筋を規定している。この道筋に  

沿って、「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成19年法律第  
27号）により、平成19年度以降の基礎年金国庫負担割合は、平成18年度から約0．7％引き  
上げ、約36．5％としたところである。  

平成16年年金制度改正後の課題として、被用者年金制度の一元化については、  
制度の安定性暮公平性を確保するため、公務員や私学教職員等を厚生年金に加入す  
ることとし、「同一保険料・同一給付」を実現する「被用者年金制度の一元化等を  
図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律案」を第166回通常国会に提出  
し、継続審議とされたところである。パート労働者に対する厚生年金適用について  
も、同法律秦において、「正社員に近い」パート労働者への適用拡大を図ってい  
る。  
また、財政再計算との解離状況については、平成18年度の数値は集計中であるが、平成15  

～17年度は、実績値が財政再計算結果を上回っており、全休として、目標の達成に向けて進  
展していると評価できる。  
国際化への進展の対応については、人的交流が活発で、経済団休等から社会保障協定の  

締結への要望が強かったチェコ、スペイン及びイタリアの3カ国との間で、それぞれ、社会保障  

協定の締結に向けて、平成18年度中に当局間協議を開始し、毎年1カ国以上という目標を達  
成するとともに、在留邦人数が多く、経済団体等から協定締結への要望の強かったオーストラリ  
アとの間で、平成18年度中に当該協定を締結（署名）するなどの成果があったと評価できる。  

（※太字部分は、重点評価課題該当部分）  

（評価結果あ分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

【達成すべき目標、測定指榛、目標期間、測定結果 等】 

施策目標に係る指標  

施策に関する  
（達成水準／達成時期）  

H14  H15  H16  H17  H18  
評価結果の概   
要と達成すづき  （単位：兆円）  

目標等  （平成16年財政再計算結果の数値  
以上／平成21年度まで毎年度）  
・厚生年金実績   174．l  174．6  171．1  174．2  集計中  

財政再計算結果   184．9  171．3  167．5  163．9  160．8  

・国民年金 実績   11．4  11．7  11．7  12．0  集計中  
財政再計算結果   12．5  11．3  11．0  10．8  10．6  

2  マクロ経済スライドによる給付水   
準調整（累積スライド調整率）（単  
位：％）  

（平成16年財政再計算結果の数値  
以下／平成21年度まで毎年度）   

0．0   0．0  

0．0   0．0  
3  当局間協議新規開始国数（単位：  2   1   0   3   

件）  

（1カ国以上／／毎年度）   
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（調査名・資料出所、備考）  
・指標1は、年金局数理課調べによるものであり、「実績」は、財政再計算と比較でき  
るよう、厚生年金基金の最低責任準備金、国庫負担繰延額、公社未移管積立金残高等  
を加えた数値（年度末現在）である。平成18年度の数値は集計中であり、平成20  
年6月頃に公表予定。なお、平成17年度については、年金資金運用基金及び年金・  
健康保険福祉施設整理機構への出資金のうち、給付費等への充当を予定しているもの  
を含んでいる。また、「財政再計算結果j は、平成14年度は平成11年財政再計算  
結果に、平成15年度以降は平成16年財政再計算結果による。  

・指標2は、年金局年金課・数理課調べによるものであり、マクロ経済スライドによる  
給付水準調整（累積スライド調整率）は、平成16年年金制度改正において、将来の  
保険料の上限を固定する保険料水準固定方式の下で、給付と負担の均衡が図られるよ  
う導入されたものである。なお、平成18年度時点では、物価スライド特例により、  
原則として本来の年金水準より1．7％高い水準の年金額となっており、当該特例が  
解消されるまでの間は、マクロ経済スライドによる調整は行われないこととされてい  
る。  

・指標3は、年金局国際年金課調べによるものであり、社会保障協定の締結に向けて、  
当局間協議を新規に開始した国の数である。  

・当局間協議新規開始国の内訳は、以下のとおり。  
平成15年度 カナダ、オーストラリア  
平成16年度 オランダ  
平成18年度 チェコ、スペイン、イタリア  

施政方針演説等  年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政          第166回国会 安倍内閣総理大臣 施政方針演説   平成19年1月26日  官民の間で公平な年金制度とするため、厚生年金と共済年金の一元化を実 現  方針演説等内  
閤の重要政策  
（主なもの）  
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平成19年度実績評価書要旨  

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：老健局老人保健課   

政策体系上の位置付け  
基本目標Ⅸ  

高齢者の介護予防・健康づくりを推進すると           高齢者ができる限り自立し、生き  
ともに、生きがいづくり及び社会参加を推進    がいを持ち、安心して暮らせる社会  
すること   づくりを推進すること  

施策名  施策目標3  
高齢者の健康づくり・生きがいづ  

くりを推進するとともに、介護保険  
制度の適切な運営等を通じて、介護  
を必要とする高齢者への支援を図る  

（Ⅸ一3－1）          こと   

高齢者が尊厳を保持し、自立した日常生活を営むことができるよう、要支援・要  
施策の概要     介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、介護予防が円滑に展開され  

るよう支援体制や評価体制を整備する。   

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

平成18年4月に介護保険制度改革が行われ、予防重視型システムの確立が目  
指された。要支援者に対する予防給付については、予防の考え方を重視し、サー  
ビス内容等を見直し、要支援・要介護状態になる可能性の高い方（特定高齢者）  
に対しては、運動器の機能向上プログラム、栄養改善プログラム等の介護予防特  
定高齢者施策を提供することとした。また、すべての高齢者に対して、介護予防  
に資する基本的な知識の普及啓発等を図ることとした。  

平成18年度は制度改革後の初年度であるため、まずは体制整備が重要であ  
り、介護予防に関するサービス提供が、一貫性・連続性をもって円滑に市町村で  
実施されるよう、都道府県や市町村の担当者を対象とした会議を開催し、担当者  
同士の情報共有や先駆的な取組事例の紹介等を実施した。また、介護予防に閲す  
る評価分析を行うための継続的評価分析等事業において、有識者会議を通してそ  
の実施方法等を検討するとともに、調査にも着手しており、改善した予防給付受  
給者及び特定高齢者の割合は、現在集計中であるものの、体制整備としては重点  
的に行われたと評価できる。  
（※太字部分は、重点評価課題該当部分）  

施策に関する  

評価結果の概   
要と達成すべき  
目標等  【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

施策目標に係る指標  
（達成水準／達成時期）  

H14  H15  H16  H17  H18  
1改善した予防給付受給者の割合  一  

（単位：％）  

（前年度以上／／毎年度）  

2 改善した特定高齢者の割合（単位  一  集計中  
：％）  

（前年度以上／／毎年度）  

（調査名・資料出所、備考）  
・指標1は、継続的評価分析事業の集計結果によるが、指標の分析方法等について現在  
検討中であり、平成20年秋に公表予定。また、継続的評価分析事業は平成18年度  
から実施しているものである。なお、集計結果等をまとめた報告書については、平成  
21年度に作成する予定。  

・指標2は、介護予防事業報告（老健局老人保健課調べ）によるが、平成18年度の数  
値は集計中であり、平成19年度中に公表予定。また、特定高齢者の把握は平成18  
年度から実施しているものである。  

施政方針演説等   年月日   記載事項（抜粋）  

第166回国会  

安倍内閣総理大臣  
関係する施政   
方針演説等内  

の重要政策  
（主なもの）  
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平成19年度実績評価書要旨   

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：大臣官房国際課  

政策体系上の位置付け  

国際機関の活動への参画・協力を推進するこ  
と   基本目標Ⅹ  

施東名  
国際化時代にふさわしい厚生労働行  

政を推進すること  
施策目標1  

国際社会への参画・貢献を行うこと   

（Ⅹ－1－1）  

保健医療・公衆衛生・雇用・労働・社会分野における様々な課題について、国際社  
会に貢献するため、世界保健機関（WHO）、国際労働機関（ILO）、経済協力開  

施策の概要        発機構（OECD）等の国際機関を通じて、技術協力事業、国際的な研究・分析事業  
へ協力する。   

【評価結果の概要】  

（施策目標の評価）  

保健医療・公衆衛生・雇用・労働・社会分野において、我が国が保持する高度な技術を活  

用し、世界保健機関（WHO）、国際労働機関（ILO）、経済協力開発機構（OECD）等の国際  
機関を通じた技術協力事業、国際的な研究・分析事業へ協力することで、効果的に国際社会  
に貢献することができると評価している。  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

施策に関する  
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

評価結果の概                              ※施策に係る目標については、関係国際機関の目標等を反映させることとしているため、   

要と達成すべき   当該欄に施策目標に係る指標等は記載していない。   
目標等  

施政方針演説等   年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政  
方針演説等内  

閣の重要政策  
（主なもの）  
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平成1ノ9年度実績評価書要旨  

評価実施時期：、  

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実  政策体系上の位置付け  

施を確保すること   
基本目標ⅩⅠ  

施策名  
国民生活の向上に関わる科学技術の  

振興を図ること  

施策目標2  

（ⅩⅠ－2－1）  
研究を支援する体制を整備すること   

厚生労働科学研究の振興を促し、もって、保健医療、福祉、生活衛生、労働安全  
施策の概要     衛生等厚生労働行政施策の科学的な推進を確曝し、技術水準の向上を図る。   

【評価結果の概要】  

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施には、各種指針を踏まえた評価体  
制の構築と適切な評価の実施が不可欠である。この点、施策目標に係る指標をみると、  
各研究事業で評価委員会が着実に開催されていることから、施策目標の達成に向けて  
着実に進展していると評価できる。  
（※太字部分は、重点評価課題該当部分）  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける  

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】  

施策に関する  

評価結果の概                            施策目標に係る指標  

要と達成すべき   （達成水準／達成時期）  

目標等  H14  H15   H16  H17  H18  

1研究評価委員会の開催件数  

（単位：回）  

（指針に基づいて年1回以上／毎  

年度）  

（調査名・資料出所、備考）  
・指標1は、大臣官房厚生科学課の調べによる∩  

施政方針演説等   年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政  
方針演説等内  

閣の重要政策  
（主なもの）  
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平成19年度実績評価書要旨  

評価実施時期：平成19年8月  担当部局名：大臣官房統計情報部   

行政分野へのIT（情報通信技術）の活用とこ  
れに併せた業務や制度の見直しにより、国民  

政策体系上の位置付け  

の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化  
を図ること  基本目標ⅩⅡ  

施策名  国民生活の利便性の向上に関わるIT  
化を推進すること  
施策目標1  
電子政府推進計画を推進すること   

（Ⅹ山一1－1）  

国民の利便性・サービスの向上を目的としてITが活用される電子政府を実現す  
るため、国・地方公共団体に対する申請・届出等手続においてオンライン利用率を  

施策の概要        2010年度までに50％以上とするとともに、政府全体の業務・システム最適化  
を図るための取組を行う。  

【評価結果の概要】  

オンライン利用促進については、行動計画に沿って添付書類の省略、電子署名の簡略  
化、電子申請利用促進週間を利用した広報普及活動、電子申請利用の手引の作成等の  
取組を行った結果、平成18年度の電子申請の実績等は77手続全体で1，013万件、目標  
利用件数に対する達成率は72％、オンライン利用率は7．4％であった。  

また、平成18年度の取組結果を受け、平成19年3月には行動計画の改訂を行い、磁気  
媒体届書作成プログラムが利用可能な手続の追加、大規模事業所への個別訪問による協  
力依頼の実施等、更なる利用促進対策を盛り込んだ。  

以上より、オンライン利用率については初年度として一定の成果を上げ、また、利用率  
をさらに向上させるために行動計画の改定を行ったことにより、施策目標の達成に向けて  
進展していると評価できる。  
（個別目標2については、成果重視事業評価により評価を行う。）  

（評価結果の分類）  

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける   

施策に関する  
評価結果の概  

要と達成すべき  

目標等   
施策目標に係る指標  

（達成水準／達成時期）  

H14  H15  H16  H17  H18  
1申請・届出等手続のオンライン利  7．4  

用率（単位：％）  

（50％以上／2010年度）  
（調査名・資料出所、備考）  

・指標1は、大臣官房統計情報部情報企画室の調べによる。  

・備考：  

① 数値は、行動計画に記載された77手続の個別システム及び汎用受付システム  

の実績値である。  

② 指標1に係る事業の開始は平成18年度からのため、平成14～17欄の指標  
は未記入。  

③ 一部手続において暫定値を計上している∩  

施政方針演説等   年月日   記載事項（抜粋）  

関係する施政  
方針演説等内  
閣の重要政策  
（主なもの）  
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実績評価書の見方  
（0－0－○）  

実績評価書   

平成  年  月  

評価の対象となる施策目標  

1．政策体系上の位置付け等  

とと関連する評価書には、目標の欄外に「※  

（主な事務事業）  

王官部局・課竺 t   
関係部■局・≡粟零 l  



各施策目榛の下に設している「個別  《アウトカム・アウトプットl±指標を分類》   

目棲」を記載しtいます。  個別目療ごとに設定している指標をアウトカム（就職率、予防   

1．個別目標に関する評  接種の摂取率など）とアウトプット（立入検査件数、議習会開   

個別日慄1l  催回数など）に分類して記載しています。  

アウトカム指標   
（達成水準／達成時期）  H14   H15  Hl＿6  H17  H18   

1  

2  

査名・賃料出所、備考）   

アウトプット指標   
（達成水準／、   達成時期）   H14   H15  ●  H17  H18   

1  

2  

（調査名・賃料出所、備考）   

Hl4   H15  ●  H17  H18   

萱二呂・1資料出所、備考J   
，．～ ■ た亡   

∴碍を言己乱してぃ草す。 

個別目標1に関する評価（主に有郊I性及び効率愕の観点かち）l  



1．評価結果の分類   




